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 代表取締役 山本 裕介 

  

設備及び原状回復における長期保証サービス導入のお知らせ  

 

平素は格別のお引き立てをいただき厚く御礼申し上げます。 

この度、国内 500 万人が利用している大手保証会社との業務提携により、設備・原状回復長期 

保証サービスを導入する運びとなりました。 

 

   オーナー様保有物件の設備機器の故障・退去時の原状回復の際のご負担を一定額保証して、 

まとまったご負担を減らす事を目的に各種プランをご用意させて頂きました。資料・お申込書を 

添付しておりますので、ぜひご覧ください。 

尚、これまで弊社独自で運用しておりました、3,980 円の設備保証プランは廃止となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件のお問い合わせ先】 

株式会社スタイルアジアンインベスター 管理部 伊阪 

℡06-6556-7147 

https://sa-investor.com/


築年数：10年 室数：6室
賃料 ：70,000円/月

家賃収入：420,000円/月(満室時)

築年数の経過と共に、設備機器
故障リスクも上昇します。

・エアコン故障×1台
(室外機基盤交換、技術料等)

・給湯器故障×1台

(モーター交換)

70,000円

45,000円
(ガスバーナー修理、工事等)

・コンロ故障×1台
(センサー部品交換)

・浴室乾燥機故障×1台

保証に加入いただく事で

月々定額の保証料で、故障時

の修理費用をカバー。

安定した賃貸経営が可能になります。

住宅設備機器延長保証+原状回復保証サービス

賃貸経営でこんなお悩みありませんか？

住宅設備機器の修理費用は、

利用年数にかかわらず

10万円(税込)まで保証！

設備機器のメーカー
保証期間が短く、保証
期間終了後に故障
する場合が多い…

設備機器が故障した場合、
修理完了まで時間がかか
り入居者クレームが発生
するのでは…

設備機器故障障時に
「部品がない」との
ことで新品を購入さ
せられた。

機器故障により
突然の出費が大変。

万が一の為に、修繕
積立をしているが
課税対象になる。

迅速な修理対応で入居者への負担減！

見積等や金額交渉など手続き

を短縮！！

契約期間中はずーっと保証！

契約期間中は何度でも

修理対応可能！

必要経費として経理処理が可能！

支払金額が固定されるため、

年間経費処理が明確に！

23,000円

20,000円

修理費用合計 158,000円×6室

オーナー様限定

原状回復工事費用も
年々値上がりしてて
退去時の費用がいく
らかかるのか心配。

ご所有の物件でイメージしてみてください



住宅設備機器延長保証サービス

賃貸物件を対象にした保証プラン最初は、保証サービスなんて必要ないと思っていました。
最近、所有物件のエアコンが立て続けに故障し、管理会社さんからの依頼で修理し
かなりの痛手でした。
こんなサービスが最初からあると知っていたら、加入していたのに・・・
今では全室加入したので安心です。 東京 A氏 5棟（150戸所有）

民法改正で設備機器不具合で賃料を減額しなければならなくなり、いつ壊れるかと
不安でした。
保証サービスの加入で修理も迅速に対応していただいたおかげで賃料収入も安定し、
私達にとって必要不可欠なサービスになりました。大阪 C氏 3棟（60戸所有）

突然の給湯器の故障。このご時世でも部品交換や、同等品の手配をして頂けるサービスで
とても安心です。福岡 B氏 5棟（40戸所有）

オーナー様の声

05 Safe Support

修理限度額10万円(税込)

01 Safe Support

経 年 劣 化 対 応

03 Safe Support02 Safe Support

04 Safe Support

エアコン レンジフード

換気扇

浴室換気
乾燥機

多機能便座給湯器 コンロ

基本プラン：戸あたり月額1,580円（税込）

06 Safe Support

24ｈ365ｄａｙコール受付

事 前 審 査 な し

築 年 数 制限 な し 同 等 代 替 品 提 供

●ガス・石油給湯器 ● ガスコンロ又は IH
クッキングヒーター

エアコン

×3台まで

レンジフード

換気扇

浴室換気
乾燥機

多機能便座給湯器 コンロ

ファミリープラン：戸あたり月額1,980円（税込）

●ガス・石油給湯器 ● ガスコンロ又は IH
クッキングヒーター

※保証登録後30日間の免責期間がございます。

※入居中に発生した不具合が対象になり、原状回復工事の際に発覚した不具合は保証対象外となります。

住宅設備機器延長保証

※保証登録後90日間の免責期間がございます。

※原状回復保証のみご加入はいただけませんので、必ず住宅設備機器保証とセットでお申込みください。

※空室の場合でも、住宅設備機器保証・原状回復保証の月額保証料は発生いたします。

住宅設備機器保証と合わせて、退去時に発生する原状回復費用も保証可能です！

原状回復保証
プラン

（対象物件の目安面積）
保証上限金額 業務委託費

25㎡未満 100,000円（税込） 2,460円/月（税込）

25㎡以上35㎡未満 150,000円（税込） 2,860円/月（税込）



保証サービス申込書

■お申込み時に、裏面の保証サービス規程をご確認いただき、以下お申込み書にご記入お願いいたします。

■お申込み対象物件の保証プランがすべて同じ場合はご加入プランに☑を入れてください。

■お申込み対象物件情報をご入力ください。

物件によって加入プランが異なる場合は、ご加入プランに☑を入れてください。

※ご加入物件が10室以上の場合は、別フォーマットにてお申込みいたしますのでお申し付けください。
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満

基本プラン

ファミリープラン

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満

ご加入プラン※上記で選択したプランと異なる場合選択ください。部屋番号物件住所+物件名
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〒　　-
住設保証

基本プラン

ファミリープラン

物件名
原復保証

25㎡未満

25㎡以上35㎡未満

住設保証

原復保証

〒　　-

物件名

No

1



保証サービス規程

本規程は、当社が修理保証サービスの対象とする製品で、かつ第4条に記載されている製
品（以下「対象製品」といいます）に関して、対象製品の所有者（以下「所有者」とい
います）が修理保証サービスを利用するにあたり適用される条件等を定めるものです。
なお、当社は修理保証サービスの顧客対応および修理手続き等の保証運営に係る業務の
一部または全部について、第三者（以下「業務委託先会社」といいます）に委託するこ
とができるものとします。
第1条（修理保証サービスの開始）
修理保証サービスは、当社が修理保証サービスの申込を承諾した日より30日間を免責期
間とし、免責期間終了の翌日から開始します。
第2条（修理保証サービスの期間）
修理保証サービスは、前条で定める開始日に始まり、契約有効期限に終了します（以下、
この期間を「修理保証サービス期間」といいます）。また、修理保証サービス期間中に
おいて所有者が依頼することのできる修理の回数に制限はないものとします。
第3条（修理保証サービスの内容）
1.修理保証サービスは、修理保証サービス期間中において、対象製品に自然故障が発生
した場合、対象製品のメーカー保証書に記載されている内容および本規程の各条項に基
づいて、次条で定める修理上限金額の範囲内において、無料修理サービスが提供される
ことをその内容とします。なお、自然故障とは、対象製品のメーカーが、メーカー保証
期間中に保証の対象として無償で修理対応を行う範囲内の故障（対象製品の取扱説明書
および本体貼り付けラベル等の注意書きに従い正常な使用をしていたにもかかわらず、
対象製品に生じた電気的・機械的な故障）をいうものとします。
2.脱着作業以外の特殊作業（窓搬入・クレーン搬入等の特殊作業を含みます）その他特
殊な工事が必要となる場合にかかる費用等（養生代、壁・床・天井等の加工・撤去およ
びその修復費用を含みます）は、所有者の負担となります。
第4条（修理上限金額）
対象製品の種類と修理上限金額は、下表のとおりとします。なお、修理上限金額には、
部品代、作業費および出張費を含むものとします。

⑧火災・落雷・爆発または外部からの物体の落下・飛来・衝突もしくは倒壊等の偶然か
つ外来の事由 ⑨地震・津波・噴火・地殻変動・地盤沈下・水害・風害・異常気象その
他天災に起因するもの、ガス害・塩害・公害・煤煙・ほこり、水質・水圧・電圧等の異
常⑩核燃料物質（使用済燃料を含むものとし、以下同様とします）もしくは核燃料物質
によって汚染された物（原子核分裂成物を含みます）の放射性や爆発性、その他の有害
な特性またはこれらの特性による事故 ⑪戦争・外国の武力行使・革命・政権奪取・内
乱・武装反乱・その他類似の事変または暴動（群衆または多数の者の集団によって著し
く平穏が害され、治安維持上重大な事態と認められる状態）⑫国または公共団体等によ
る公権力の行使に起因するもの ⑬所有者（法定代理人および同一世帯の親族等を含み
ます）の故意・過失もしくは法令違反に起因するもの
(9)対象製品購入後、対象製品に追加で取り付けることが可能な部品・装置（購入時にお
ける対象製品の付属部品・装置を除く）に生じた故障、損傷、動作不良、錆・カビ・腐
食等の場合や、当該部品・装置を追加で取り付けたことを起因として対象製品に故障、
損傷、動作不良、錆・カビ・腐食等が生じた場合
(10)盗難、詐欺、横領その他対象製品の存在が確認できない場合
(11)対象製品のメーカーがリコール製品に指定した対象製品について、リコールの原因
となった部位に故障または損傷が生じた場合
(12)対象製品のメーカーの責めに起因して故障または損傷が生じた場合
(13)修理の依頼が、修理保証サービス期間の終了後になされた場合
(14)日本国外から対象製品を発送して修理の依頼がなされた場合
(15)修理保証サービス以外の保証（対象製品のメーカー保証、部品毎のメーカー保証
等）または保険等により補償される場合
(16)対象不動産物件の原状回復時において対象製品の故障が発覚した場合（原状回復時
より前に発生していた故障で、修理保証サービスの対象とすべき特別な事由のあるもの
を除く）
第9条（間接損害等）
1.対象製品の故障、損傷、動作不良等を起因として生じた次に該当する損害について、
当社は一切の責任を負わないものとします。
(1)他財物（データ・ソフトウェア等を含みます）に生じた故障、もしくは損傷等の損害
(2)対象製品その他の財物が使用できなかったことによって生じた損害
(3)身体に生じた傷害（傷害に起因する死亡および精神的・経済的損失を含みます）
2.修理保証サービスに関連して当社が負担する損害賠償額の限度額は、債務不履行、法
律上の瑕疵担保責任、不当利得、不法行為、その他請求原因の如何にかかわらず、所有
者が当社に支払いを行った修理保証サービス料金の総額を上限とするものとします。
第10条（遵守義務）
所有者が本規程の定めに違反し、当社が修理保証サービスを提供することに対し著しい
損害を与えたと判断した場合、当該所有者は修理保証サービス期間中であっても修理保
証サービスの提供を受けられない場合があるものとします。
第11条（解約）
契約者は、修理保証サービスを解約することができるものとします。なお、解約の申出
は、当社に連絡のうえ当社所定の手続きによるものとし、返金は行わないものとします。
第12条（その他留意点）
1.当社が修理保証サービスの料金を改定する場合、当社は所有者に対し通知（当社ホー
ムページ等への掲載を含むほか、当社が適当と認める方法によるものとします）するも
のとします。
2.故障および損害の認定等について、見解の相違が生じた場合、当社は中立的な第三者
の意見を求める事ができるものとします。
3.当社および業務委託先会社は、対象製品のメーカー、販売者、輸入者、加工業者では
なく、製造物責任法第3条の責を負うものではありません。
4.当社は本規程について予告なしに変更する権利を有しているものとし、所有者はそれ
を予め承諾したものとします。

（原状回復保証サービス）
原状回復保証サービスとは、お客様が所有し、当社に管理を委託している物件（以下
「対象物件」といいます）について、賃借人の退去後、原状回復の必要が生じた場合に、
下表の保証上限金額の範囲内で当該対象物件を原状に回復させるサービスをいいます。

第5条（修理の依頼）
1.所有者は、修理保証サービス期間中に対象製品の自然故障が発生した場合、当社に修
理を依頼することができるものとします。なお、対象製品のメーカー保証が残存してい
る場合で、メーカー保証期間中に対象製品の自然故障が発生したときは、メーカー保証
の対象となり、所有者はメーカーに修理依頼を行うものとします。
2.対象製品の故障が、修理保証サービス対象外の原因によるものである場合、修理費用
は所有者の負担となります。また、修理依頼後、当社における故障原因調査の際に、故
障内容が再現しなかった、または、修理保証サービス対象外の原因による故障であるこ
とが判明した等の事由により、所有者が修理をキャンセルする場合、故障原因調査に要
した費用は所有者の負担となります。
第6条（代替品の提供等）
1.修理保証サービスによる1回の修理費用が修理上限金額を超過する場合または修理不可
能な場合（メーカーによる部品の供給を受けられない場合等をいいます）は、同等品を
代替品として提供することで修理に代えさせて頂きます。なお、代替品提供費用見積総
額が修理上限金額を超過する場合、所有者が超過金を負担する事で修理保証サービスを
受けることができるものとします。
2.代替品が同等品での提供となる場合、所有者は、メーカー、機種、品名その他の指定
を行うことはできないものとします。
3.修理依頼製品の処分にかかる費用（法令に基づき要求される対象製品のリサイクルに
要する費用等を含みます）は、所有者の負担となります。
第7条（報告義務）
1.所有者は、次に該当する場合、速やかに当社に連絡しなければなりません。
(1)修理保証サービス期間の終了前に、対象製品が設置されている不動産物件（以下「対
象不動産物件」という）の用途を変更した場合
(2)対象製品を入れ替えた場合または対象製品の代替品がメーカーや販売店等より提供さ
れた場合
2.所有者が前項の連絡を怠った場合、修理保証サービス期間中であっても、修理保証
サービスの対象とならない場合があります。
第8条（修理保証サービスの対象外となる事由）
次に該当する場合は、修理保証サービス期間中であっても修理保証サービスの対象とな
らないものとします。
(1)第5条以外の手続きにより修理を依頼された場合
(2)当社の管理する情報と連絡先および修理依頼製品に相違がある場合
(3)対象製品を譲渡し、所有者に所有権がなくなった場合
(4)部品交換を伴わない調整および保守等の作業（清掃、リカバリー、設定、オーバー
ホール等）の範囲に該当する場合
(5)電池・バッテリー、グリル焼き網、フィルター、パッキン等メーカーの定める消耗品
の交換（所有者が交換することが困難な弁類（減圧弁・圧力弁等）、水栓のパッキン等
の交換を除く）である場合
(6)対象製品の機能および使用の際に影響のない損害（外装等の傷や罅・塗装剥げ等）で
ある場合
(7)通常使用に支障のない部分で経年劣化（外装等の退色・変色・錆等、その他類似の事
由）の範囲に該当する場合
(8)直接的、間接的に関わらず、次の事由によって対象製品に故障、損傷、動作不良、
水・ガス漏れ、錆・カビ・腐食等が生じた場合
①使用上の誤り（取扱説明書記載以外の使用）、異物（ほこり等）の混入やタール詰ま
り等の維持・管理（メーカーが定める定期的清掃等を含みます）の不備、増設または改
造行為等を起因とするもの ②水道法に規定された水質基準に適合する水以外の水（井
戸水、温泉水、地下水等）の使用 ③対象製品メーカーが指定する燃料以外の燃料また
は不良灯油（変質した灯油および不純物の混ざった灯油をいいます）の使用 ④取付・
設置工事または対象製品本体以外の工事箇所（電線・電源、配管等）や回線・通信の不
具合を起因とするもの、または配線・配管等の修理・交換 ⑤業務用での使用、車両や
船舶に搭載、製造メーカーが想定していない過酷な条件下（高温度、高湿度、連続使用
等）での使用、その他一般家庭用以外での使用 ⑥動物・植物等の外部要因（虫・鳥・
ねずみ食い、虫・鳥・ねずみの浸入等）による変質・変色その他類似の事由 ⑦落下・
振動・衝撃・外圧、水濡れ・液体混入、電池漏洩等を起因とするもの

（契約期間・保証期間・免責期間）
1.原状回復保証サービスに係るサービス利用契約は、1年を最低契約期間とします。
2.原状回復保証サービスの加入日を起算日として、91日目以降を対象とし、起算日から
90日間は免責期間とします。
（保証対象外となる場合）
以下のいずれかの該当する場合には、原状回復保証サービスの対象外となりますので、
ご注意ください。
(1)対象物件の通常使用に影響のない範囲に該当する場合。
(2)対象物件の所有者または賃借人の責に起因する場合。
(3)対象物件の所有者または賃借人が追加で付加した部品もしくは装置等に生じた損耗等。
(4)対象物件の所有者または賃借人が追加で付加した部品もしくは装置等に起因する場合。
(5)対象物件の所有者または賃借人による対象物件の通常の使用を超えるような使用によ
る損耗等の範囲に該当する場合。
(6)対象物件の所有者または賃借人の著しく不適切な使用もしくは維持管理に起因する場
合。
(7)対象物件の所有者または賃借人による業務用使用等一般使用以外での使用に起因する
場合。
(8)対象物件の設計に重大かつ明白な法令違反があり、当該事由に起因する場合。
(9)取扱説明書や注意書き等に従わない使用に起因する場合（水道法に規定された水質基
準に適合した水以外の水の使用によって生じた故障・損耗等）。
(10)許諾されていない動植物の飼育等、賃借人の契約または法令に違反する行為等に起
因する場合。
(11)保証開始時点において実用化されていた技術では予防不可能な現象に起因する場合。
(12)火災・落雷・爆発または外部からの物体の落下・飛来・衝突もしくは倒壊等の偶然
かつ外来の事由に該当する場合。
(13)地震・津波・噴火・地殻変動・地盤沈下・水害・風害・異常気象その他天災に起因
するもの、ガス害・塩害・公害・煤煙・ほこり、水質・水圧・電圧等の異常に起因する
場合。
(14)核燃料物質（使用済燃料を含むものとする）もしくは核燃料物質によって汚染され
た物（原子核分裂成物を含みます）の放射性や爆発性その他の有害な特性又はこれらの
特性による事故に起因する場合。
(15)戦争（宣戦の有無を問わない）、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反
乱その他類似の事変又は暴動（群衆又は多数の者の集団によって著しく平穏が害され、
治安維持上重大な事態と認められる状態）に起因する場合。

以上


